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① 八戸市の委員会や市政、商工会議所や経済団体は男性中心で、女性や若者の意
見が十分反映されない。特に若手世代は人口が少なく、経験不足もあって意思
決定の場で声を上げる機会が限られている。

② 家族行事の負担の偏りや、職場での性別役割意識（女性がお茶を出す等）、女
性の賃金の低さなど、見える部分・見えない部分の双方で男女の格差が残って
いる。理論上の平等が実践されない現状がある。

③ 八戸市の女性に対する施策は「子どものいる母親」に視点が偏りがちである。
そのため、シングルマザーや単身女性など、パートナーや子どもの有無にかか
わらず経済的・心理的支援が必要な層への支援が不足している。

④ 特に年配の経営者に対し、セミナー等で意識を変えることは困難である。後継
者（息子等）がいる場合に世代交代を促す助成金や税制優遇など、制度による
動機付けの仕組みが必要とされる。

⑤ 保育士・看護師・小売業など女性労働者が多い団体の委員会等では、若手女性
職員が意見を出す機会が少ない。その他業種でも若手や女性が発言できる仕組
みを作り、意思決定に多様な視点を反映させる必要がある。

⑥ 市の男女共同参画基本計画においても、若者・女性の参画をウェルカムとして
いるが、実態として十分に活用されていない。基本計画を見直し、推進する体
制と実効性のある施策が求められる

⑦ ユースエール認定制度や表彰・金利優遇などの施策はあるが、浸透度は低く、
強制力や差別化がないと十分な効果を上げられない。企業によっては認証目的
ではなく、当然の取り組みとして行っている場合もある。

① 若手や女性が安心して働ける職場環境を整え、仕事内容や評価の平等を確保す
ることで、若手等が気持ちよく働き、八戸で⾧く働き続けたいと思えるまち

② 若手・女性の意見が適切に評価され、意思決定に反映される仕組みを作ること
で、やりがいを感じながら働ける環境を整備し、八戸で⾧く働く女性が増える

③ 女性や若者をはじめ、多様な属性の市民が市政や地域の意思決定に参画するこ
とで新しいアイデアや議論が生まれるまち

④ 性別による固定観念をなくし、未婚・既婚・離婚・子育て中など多様な人生
フェーズに応じた経済的・精神的サポートを提供することで、誰もが尊重され
安心して暮らせる社会
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多様な対話のための市政改革

若者・女性が働き続けられる
「八戸ルール」の制定
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① 若者の経済的困難と挑戦の機会不足 若年層は賃金水準が低く、経済的な制約か
らやりたいことに挑戦できず、気持ちの余裕を持ちにくい。結果として地域の
未来を担う世代が自己実現やチャレンジの 機会を持ちづらい。市営住宅や、空
き家も若者向けに有効活用されていない。

② 若者が市政に意見を届ける場や窓口が少ない。各課に「若者応援担当」を設置
し、部局横断的な会議体をつくることで、政策に若者のニーズを反映できる仕
組みを整えることが重要。

③ 若者の移住支援に重点が置かれる一方で、地域に定住しない関係人口に対する
取組が十分に進んでいない。若者が地域に関わる機会が少なく、地域の活性化
や多様な人材とのつながりづくりが進みにくい。

④ 移住支援以外にも短期滞在や二拠点生活など関係人口として関わり続ける仕組
みは十分ではなく、若者が地域に関わる機会や受け皿が少なく、多様な人材が
継続的に参加できる場づくりが必要。

① 若者が経済的理由で夢や挑戦を諦めないよう、最低限の経済的セーフティー
ネットが整備されており、そこから自分のマインド次第で新しいことに挑戦で
きる環境。

② 若者の声を政策に反映できる窓口や仕組みが整備され、世代の思いが市政に生
かされるまち。

③ 移住だけでなく、短期滞在や二拠点生活、オンラインでの活動など、多様な人
材が地域と関わり、関係人口を拡大しつつ、誰もが参画できる持続的な地域活
性化が進むまち。

④ 地域の祭りや文化活動などを通じて、地域内外の若者が地域とつながり、互い
に刺激を受けながら継続的に関わり合えるまち。
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Uターン障壁を取り除く報酬設計と
移住支援の改革

関係人口創出と持続的な
関わりしろの形成
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① 八戸の中小企業では、人手不足によって人材の育成や研修の仕組みが十分でな
い企業もあり、従業員がスキル向上などの機会を十分に得られない場合があり、
職場環境の不十分さなどから若者が地域外に流出しやすく、地域内での人材定
着も難しい現状がある。

② 企業間での人材情報の共有や異動、研修などの連携が十分に機能しておらず、
従業員は孤立しやすく、成⾧やキャリア形成の機会が限られる場合がある。地
域全体での協働基盤を整え、人材の流動や学びを支える仕組みづくりが求めら
れる。

③ 地域全体で人材を支え合うネットワークや、若手とつながる「地域ならではの
経験を持つ大人」が少なく、メンター役が不足している。そのためキャリア形
成において模範となる人物像が見えにくい。

④ 地域課題を自分事として捉え、ビジネスの形で解決しようとする人材がまだ十
分に育っていない。課題を新しい発想で事業化するような視点が必要。

⑤ 地元で働くことの魅力を示すキャリアモデルや、地域で挑戦を続ける大人の姿
が若者に十分届いておらず、将来像を描きにくい環境が課題となっている。公
立大学の設置や中心街移転は大きな期待を集める一方、財政負担や合意形成な
ど、解決すべき課題が山積している。

① 中小企業でも育成や研修の仕組みが整い、従業員が継続的にスキルを磨ける環
境が実現し、若者が「地域でも成⾧できる」と実感し、地元に残りたいと思え
る職場が増え、人材定着が進む。

② 地域ならではの経験を持つ大人がメンターとして若者とつながり、キャリア形
成を支える仕組みが広がる。

③ 地域課題をビジネスで解決しようとする人材が育ち、新しい事業やサービスな
どのイノベーションが生まれる。

④ 地元で働く人や挑戦をする大人の姿が広く可視化され、若者が将来を前向きに
描き「八戸で働くことが誇らしい」と思える文化が根付く。

⑤ 公立大学がまちと学生をつなぐ拠点となることで、地域に誇れる学びや挑戦の
場が広がる。
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若手社員向けセミナーの充実

地域課題×若者×〇〇⁉
「まちの魅力創生塾」の設立・支援

公立大学の設置、中心街への機能移転
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① 若い人たちは、第一の居場所とされる家や、第二の居場所とされる学校や職場
でのプレッシャーや人間関係で疲れてしまうことも多い。

② 家庭や学校、地域などにおいて、若者が信頼できる人とのつながりを持てない
状況は少なくない。困ったときに相談できる相手がいないなどで孤立を深めて
しまう可能性がある。

③ 特に、親や身近な大人を頼れない若者は、社会的なつながりが希薄になりやす
い。そのような中で、休む場所や気軽に自分を出せる場、誰かと繋がれる場所、
いわゆる第三の居場所が必要。

④ 行政が「居場所」を用意していても、若者側にはその情報が届いていなかった
り、利用のハードルが高く感じられたりする場合があり、その存在が身近でな
ければ支援は機能しにくい。

⑤ 八戸市には、八戸ポータルミュージアムはっちや、マチニワなど、年代問わず
時間を過ごす場所はありますが、自由に使えるかと言えばそうは言い難い状況
にある。

⑥ 観光面では「はっち」が市のポータル施設として重要な役割を果たしている一
方で、階層ごとの機能が重複・混在しており、滞在の導線が最適化されていな
い。

⑦ はっちが完成してから15年前と社会情勢が大きく変化していく中で、改めて
はっちのあるべき姿を見直すことが必要なのではないか。

① 予約不要・無料で利用でき、学校や家庭に居づらさを感じる若者も気軽に立ち
寄ることができ、放課後や休日に自然と集まり、一人でも安心して過ごせる
オープンスペースがある。

② 親や教師以外の第三の大人に、対等な関係で進路や学校のことなど様々な相談
をすることができる場所がある。

③ 学生自らが企画・運営に関わることで、うまくいかなかった経験から得た気づ
きが成⾧につながり、その経験が自信となって、次の一歩を踏み出す原動力に
なる。

④ 「はっち」が“世代ごとに連続性のある複合拠点“へ再構築されることで、子育て
のしやすさ向上、若者の地元定着、文化や観光コンテンツの強化など複数の課
題を解決する大きな機会となる。 ５



①はっちを若者の第三の居場所へ

②公共施設をもっと使いやすく

６



① 学区や学校の枠を超えて活動する機会が制限されている。地域クラブが柔軟に
受け入れられる制度や、学校側の理解促進が求められている。また、地域展開
の目的が「教員負担軽減」に偏っていないか。

② 部活動指導員や外部指導者向けの研修会は実施されているが、参加率が低く、
特に外部指導者への周知や受講の義務化が十分でない。指導者の質を担保し、
安心・安全なクラブ運営を行うには、研修の体系化や、受講実績を公的に可視
化する仕組みの構築が必要。

③ 公的な認定制度が存在しないため、保護者はクラブの信頼性を判断する材料が
乏しく、情報の偏りが競技選択を狭めている状況。メジャーのスポーツのクラ
ブは情報が取得しやすく選ばれやすい一方、マイナースポーツのクラブは情報
も少なく、信頼性も伝わりにくい。

④ 八戸市を含めた近隣市町村ではクラブ情報を集約してホームぺージで公開して
いるが、探しにくく、閲覧数も少ない状況である。利用者が必要な情報にたど
り着けない場合がある。ホームページの改善に加え、学校を通じた配布やSNS活
用など、多様な情報発信手段による周知拡大が必要。

⑤ 子どもたちが地域クラブへ参加する際、移動手段の確保が大きな壁となってい
る。保護者送迎の負担や距離などにより、参加希望があっても活動を諦めてし
まう場合がある。合同練習の実証実験などの検討はあるようだが、根本的な移
動支援策の検討が必要。

⑥ 三社大祭やえんぶりは八戸市の伝統芸能として市民に根付いている一方で、会
社員が参加しようとすると仕事の都合で休みを取りにくい状況がある。

① 学校と地域クラブの垣根がなくなり、こどもたちが学校にない種目や興味のあ
る活動を選ぶ環境がある。

② 公認クラブ制度を確立し、講習を修了した指導者が在籍するクラブを認定の要
件とすることで、保護者が安心して子どもを預けられる体制を整えるとともに、
指導者や施設利用への支援を公平に行き渡らせる仕組みがある。

③ 情報提供や移動支援が整備され、地域全体で子どものスポーツ・文化活動を後
押しできる仕組みが整っている。

④ 市が率先して「お祭り休暇」を制度化し、行政・企業・市民が一体となり、地
域の誇りと絆を深める機運が自然に醸成される。 ９



指導者と地域が協働し、誰もが参
加しやすい地域クラブ活動の未来

をつくる

「お祭り休暇」の導入
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① 子どもの送迎や日常の移動の多くを車で行われている。そのため、幼少期から
公共交通機関を利用する機会が少なく、バスや電車に慣れる経験が不足してい
る。

② 高校生や成人になってからも公共交通の利用のハードルが高くなり、結果とし
て車に依存し続ける生活パターンが形成されています。公共交通に親しみがな
いということは、将来的な交通手段の選択肢を狭め、地域の移動の柔軟性や持
続可能性の面で大きな課題となっている。

③ バスや電車の乗り方、公共交通利用時のマナーや安全確保の知識を学ぶ機会が
不足し、将来的に公共交通を安全かつ適切に利用できる力が育ちにくい場合が
ある。

④ 保護者が公共交通機関を普段から利用しない場合は、公共交通の仕組みや使い
方、利便性をよく知らなかったり、「不便」「面倒」といったネガティブな印
象を持っていることも少なくない。

⑤ その結果、こどもに公共交通の使い方などを教える機会が極端に少なくなり、
「バスや電車はどう乗るのか」「どう時間を調整するのか」「どんなマナーが
あるのか」といった基本的な知識や経験を教えられていない場合がある。

⑥ 自宅付近のバス停や目的地のバス停の名称、さらには目的地までのルートや所
要時間を調べようとする一歩を踏み出せず、結果として慣れ親しんだ車での移
動を選択してしまうケースがある。

⑦ 部活動や塾、クラブ活動などの習い事などは親の送迎が必要となり、送迎と、
仕事や家事などの両立が難しいと感じている保護者が多い。このことで、挑戦
したいスポーツや文化活動を諦めるこどももいる。

① こども達が公共交通の使い方を理解し、安全に目的の場所に行けるようになり、
家庭の負担軽減が図られるとともに、こども達の自立心も育まれ、将来的に公
共交通が多く利用されている。

② 目的地までのルートや時刻がわかりやすく「使いやすい公共交通」が整備され、
保護者も自然と公共交通を利用できる環境がある。地域の送迎支援サービスや
乗り合いタクシーなども充実し、利用者が自分で交通を選択して安心して移動
できる社会が実現している。
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バスを初めて使う一歩を応援する
仕組みの導入
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① 全国的に人口減少と高齢化が進む中、多くの自治体で税収の減少が避けられな
い状況であり、持続可能な自治体運営のため、自立した財源確保の仕組みづく
りが求められている。

② 人口減少の一方で、公共施設やインフラは老朽化が今後進むこととなり、維持
管理費の増加が見込まれる。

③ 寄附金の使い道が寄附者に十分に伝わらず、何に使われているのかわかりにく
いのでは。また、寄附の使途が多く、市の寄附金活用の方向性や施策の重要度
が寄附者に伝わりづらい。

④ 市内企業や産業、文化・伝統など観光以外の地域資源の情報発信が限定的で、
市内外の認知度が低く、地域の魅力を効果的に伝えきれていない。また、市で
実施している活動が市民などに伝わっていない。

⑤ 若者や子育て世代、シニアなど多様なターゲットごとに魅力を伝える戦略が不
足しているのでは。SNSや動画などのコンテンツが限定的で、発信手段の多様化
が必要。

① 公園ネーミングライツを導入することで、新たな財源を確保しつつ、市民や企
業が地域に愛着を持ち、維持管理や活用が進み、地域と企業が協働し、持続可
能なまちがつくられる。

② 多くの寄附者にとって分かりやすい使途で寄附者の共感を得られ、制度本来の
趣旨に沿った寄附がなされている。

③ 寄附者がふるさと納税を通じて地域にどう貢献できたのかを実感できるよう、
使途や成果を動画でわかりやすく発信する仕組みや寄附に透明性があり、地域
への愛着や継続的な応援につながっている。

④ 観光以外の魅力も含め、八戸の全体像が市民だけでなく市外の人にも広く認知
される。また、世代や関心層ごとに情報がピンポイントに届く環境があり、何
かしらの活動の参加のきっかけとなる。
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ネーミングライツと参加型納税で
地域財源強化

まちの魅力・声を届ける発信強化
プロジェクト
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分野 所属団体/役職名 委員名

産業

（１名）
八戸商工会議所青年部／会⾧ 岡本 信也

教育

（３名）

八戸学院大学／准教授 井上 丹

八戸工業大学／教授 鮎川 恵理

八戸工業高等専門学校／准教授 山本 歩

まちづくり

（５名）

八戸青年会議所／理事⾧ 児玉 淳一郎

海猫ふれんず 小田桐 咲

株式会社金入／代表取締役社⾧ 金入 健雄

八戸ゲストハウストセノイエ 鈴木 美朝

女性チャレンジ講座修了生 青木 智子

公募

（１名）
地域コーディネーター（ガイド） 栗林 志音


